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この案内では、幼児教育・保育無償化に関する手続きや必要な書類等

について記載しています。内容をご確認の上、申請してください。

１．無償化の対象となる児童とは？・・・・・・・・・・・・・Ｐ ２
２．なにが無償になるの？・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ３
３．保育の必要性とは？・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ ５
４．無償化の制度を利用するために必要なこと・・・・・・・・Ｐ ６
５．預かり保育等の無償化給付費の請求について・・・・・・・Ｐ ９
６．Ｑ＆Ａ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ１０

・幼稚園（施設型給付）
・幼稚園（私学助成）
・認定こども園（幼稚園部分）
・幼稚園預かり保育事業
・認可外保育施設
・企業主導型保育事業
・一時預かり事業
・ファミリーサポートセンター事業
・病児保育事業
・児童発達支援施設等（他施設との併用可）

●もくじ ●

●対象施設等●

保育幼稚園課 保育幼稚園担当

令和７年度

幼児教育・保育無償化について

園提出期日：令和 年 月 日

※間に合わない時は、寒川町保育幼稚園課に直接提出してください。
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①幼稚園（施設型給付・私学助成）、認定こども園（幼稚園部分）
満３歳～５歳児が対象となります。
※保育所等は３歳になってから来る最初の４月から無償化の対象ですが、幼稚園については

入園できる時期に合わせて満３歳からとなっておりますので、原則、入園許可があって幼
稚園に入園する児童はすべて無償化の対象となります。（プレ保育等は除く）

②幼稚園預かり保育・一時預かり事業等、認可外保育施設、ファミリーサポートセンター事業、
病児保育事業、企業主導型保育事業、児童発達支援施設

（1）３歳児から５歳児で「保育の必要性の認定」を受けている世帯
〔施設等利用給付認定２号認定〕

（2）０歳児から２歳児で住民税が非課税の世帯かつ「保育の必要性の認定」を受けている世帯
〔施設等利用給付認定３号認定〕

※『保育の必要性の認定』については、５ページに説明があります。

認可保育所等・認定こども園・幼稚園（一部例外あり※１）に在籍している場合は、対象外です。

※１ 通園する幼稚園の開所について、年間200日未満・１日8時間未満の場合は対象となります。

１．無償化の対象となる児童とは？

学年齢 (クラス) 生 年 月 日

３歳児 令和３年(２０２１年)４月２日～令和４年(２０２２年)４月１日

４歳児 令和２年(２０２０年)４月２日～令和３年(２０２１年)４月１日

５歳児 平成３１年(２０１９年)４月２日～令和２年(２０２０年)４月１日

学年齢 (クラス) 生 年 月 日

０歳児 令和６年(２０２４年)４月２日～令和７年(２０２５年)４月１日

１歳児 令和５年(２０２３年)４月２日～令和６年(２０２４年)４月１日

２歳児 令和４年(２０２２年)４月２日～令和５年(２０２３年)４月１日

学年齢 (クラス) 生 年 月 日

満３歳 令和４年(２０２２年)４月２日～令和５年(２０２２年)４月１日
（令和７年度中に満３歳となり幼稚園を利用する場合）

３歳児 令和３年(２０２１年)４月２日～令和４年(２０２２年)４月１日

４歳児 令和２年(２０２０年)４月２日～令和３年(２０２１年)４月１日

５歳児 平成３１年(２０１９年)４月２日～令和２年(２０２０年)４月１日
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対象となる児童すべてにおいて『保育料』に当たる部分が『０（ゼロ）円』となります。
※ただし、幼稚園（私学助成）の場合は月額上限額２５，７００円(※1)の範囲になりますの
で、保育料及び入園料の月割額の合計が月額２５，７００円を超える幼稚園については、差
額分を保護者が負担することになります。

保

護

者

負

担

無
償
化
対
象

２．なにが無償になるの？

※1 幼稚園（私学助成）の年間保育料は、全国平均：３０８，０００
円とされており、１年間（１２か月）で割った金額から月額上
限額は２５，７００円となっています。

『通園送迎費』『食材料費(※2)』『行事費』『施設管理費』等の保
育料以外の費用は、保護者の負担となります。

※2 食材料費については、条件付きで一部補助対象となります。
詳細については、４ページ「２－④副食費について（幼稚園・認
定こども園（幼稚園部分））」をご覧ください。

通園送迎費

食材料費

行 事 費

施設管理費

保 育 料

２－① 保育料について

園・施設等に支払った利用料と上限額を比較し、低い額が補助されます。
上限額は日額４５０円×利用日数（最大で月額上限額：１１，３００円（２号）、１６，３００円
（３号））です。

２－② 幼稚園預かり保育について

町内においては、以下の施設が無償化の対象となります。

※無償化の対象となる認可外保育施設等は都道府県に届出を提出し、国が定める認可外保育
施設の指導監督基準（監督の基準）を満たすことが必要です。

※ファミリーサポートセンター事業については、送迎のみの利用は対象外です。
※複数の施設を併用することができますが、月額上限額は３７，０００円（２号）、４２，
０００円（３号）となります。

２－③ 一時預かり事業等について

事業名 施設名 連絡先

一時預かり事業

さむかわ保育園 ０４６７（７５）０１３４

旭保育園 ０４６７（７５）０７７３

一之宮愛児園 ０４６７（７５）０７２９

寒川湘南保育園 ０４６７（７５）９１００

ファミリーサポート
センター事業

寒川町ファミリーサポート
センター

０４６７（７５）７０５０

認可外保育施設 キッズライン（中元琴絵） ０９０（５１０７）２８５４

病児保育事業 【該当施設なし】 －



『食材料費のうち副食費（おかず・牛乳・おやつ等）』にあたる部分について、下記の条件に当て
はまる児童については、免除対象となります。

１．世帯年収３６０万円未満相当の児童
２．第３子以降の児童（小学校３年生以下の兄姉から数えて３人目以降になる児童）

※副食費を支払うのは・・・
①世帯年収３６０万円以上相当の児童
②兄姉が小学校３年生以下に２人以上いない児童

ということになります。

副食費免除対象者

副食費免除対象者には、令和７年３月末（４月から８月分までの分）
と令和７年８月末（９月から翌年３月までの分）に通知します。

【たとえば・・・】

Ａ．世帯年収５００万円

Ｂ．世帯年収３５０万円

Ｃ．世帯年収６５０万円

小学校３年生 小学校１年生 幼 稚 園

第３子なので、
年収に関わらず
副食費は免除

免除対象

幼 稚 園 乳 児 乳 児

免除対象

生まれた順番に
関わらず

副食費は免除

小学校３年生 幼 稚 園 乳 児

第２子なので
副食費は免除にならない

２－④ 副食費について（幼稚園・認定こども園（幼稚園部分））
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保護者等が、以下のような状況により保育を必要とする場合に、町が保育の必要性を認定します。

保育の必要性の要件が変わる際は、そのたびに町保育幼稚園課への届け出が必要です。
届け出なく要件を変更していた場合や虚偽の申請があった場合は、
補助額を返金していただく場合がありますのでご注意ください。

３．保育の必要性とは？

保育の必要性 必要性の詳細 認定期間

就労 月６４時間以上の就労をしている場合 就学前まで

妊娠・出産
切迫早産等により認定期間より前に保育の必要
性が生じた場合は、診断書の提出が必要

産前休暇開始日が属す
る月初から産後休暇終
了日の翌日が属する月
末まで

疾病・障がい
保護者が負傷しているもしくは疾病がある、ま
たは、身体・精神等に障がいを有しており保育
が困難な場合

療養の必要がなくなっ
た日が含まれる月の月
末まで

介護・看護

同居している親族に、長期にわたって疾病や身
体・精神等に障がいを有している人がいるため、
保護者が常時介護・看護を行っている場合
※長期入院している場合も含まれます

介護・看護の必要がな
くなった日が含まれる
月の月末まで

災害復旧
火災・風水害・地震により、家を失ったり破損
した等により、保護者が災害復旧にあたる場合

災害による被害の復旧
が完了した日が含まれ
る月の月末まで

求職活動 求職活動中（起業準備含む）
認定開始日から起算し
て９０日目が属する月
の末日までの期間

就学

＊学校教育法第１条に規定する学校、第１２４
条に規定する専修学校、第１３４条第１項に規
定する各種学校その他これらの準ずる教育施設
に在学している場合

＊職業能力開発促進法第１５条の７第３項に規
定する「公共職業能力開発施設」において行う
職業訓練もしくは第２７条第１項に規定する職
業能力開発総合大学校において行う同項に規定
する指導員訓練もしくは職業訓練」または「職
業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援
に関する法律」第４条第２項に規定する認定職
業訓練その他の職業訓練を受けている場合

通学期間中

育児休業
育児休業取得時に、既に施設等を利用している
児童がおり、継続利用が必要であると認められ
る場合

育児休業を取得してい
る児童が1歳到達する前
月末まで

虐待・DV
虐待やＤＶ（ﾄﾞﾒｽﾃｨｯｸﾊﾞｲｵﾚﾝｽ）の可能性があり、
家庭で保育が困難な場合

保育が必要と認められ
る期間
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４．無償化の制度を利用するために必要なこと

４－① 給付認定申請について

幼稚園・認定こども園（幼稚園部分）を利用する際には『１号認定』を受ける必要があり、預か
り保育の一部補助を利用する際には『２号認定・３号認定(非課税世帯のみ対象)』を受ける必要が
あります。
また、一時預かり事業等を利用する際にも同様に『２号認定・３号認定(非課税世帯のみ対象)』

を受ける必要があります。

※利用を開始する前に、町保育幼稚園課に申請し、認定を受けてください。認定を受ける前に利用
した分については、無償化の対象とはなりませんので、ご注意ください。

※認定に影響する場合がありますので、記入漏れや内容に誤りがないことをご確認のうえ、提出し
てください。（提出した書類は返却できません。）
なお、幼稚園等を経由して町保育幼稚園課に提出する場合は、個人情報保護のため 封入・封緘
のうえでご提出ください。

※すべての書類が整ってからの認定となりますので、足りない書類がないか等、下の表をご確認
ください。

全員が提出する書類

２号認定・３号認定を受ける場合に、追加で提出する書類

□ 給付認定申請書
１号認定… 表面のみ記入してください
２号、３号認定… 両面記入してください

□ 本人確認書類 ８ページを確認のうえ、用意してください

□ 保育の必要性を証明する書類 次の表を確認のうえ、用意してください

備　　考

自営中心者 自営協力者

□ 仕入伝票

□ 請求書・領収書

□ 請負契約書

□ 給与明細書

□ 報酬の記録　　　等

□ 給与明細書

□ 出勤の記録

□ その他

　（上記に代わるもの）

書類名称 内　　容

　　ﾀｲﾑｽｹｼﾞｭｰﾙ表

　（※任意書式可）

ダブルワークや自営業もしくは内職等で、就労時間が固定ではない、もし

くは分散する場合に上記の書類と併せて提出してください。

※書式は任意（町保育幼稚園課窓口でもお配りしています。）

要

件

を

証

明

す

る

書

類

就

　

労

 ⑤就労証明書

※雇用されている場合は

　勤務先等に作成を依頼して

　ください。

※自営等の場合は添付書類を

　必ず添付してください。

※書類の有効期間は証明日から

　概ね２か月以内

就労・復職・産前産後休暇・育児休業の取得状況の

確認に使用します

会社員・公務員

派遣社員・パート等

就労状況の確認に使用します

※添付書類必須（未提出の場合は減点となります）

自営中心者：Ａ１点・Ｂ１点以上

　　　　　　※片方のみは認めません

自営協力者：Ｂ１点以上

自営業・個人事業主

自営補助

Ａ
□ 税務署に提出する開業の届出書

□ 営業許可証

□ 登記簿謄本

□ ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ・ﾁﾗｼ・ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

□ 事業所名が印字された公共料金領収書

□ 事業所名義の賃貸借契約書

□ その他、上記に代わるもの

確

認

で

き

る

書

類

会

社

等

の

運

営

を

Ｂ 継続して働いていることが分かる書類(３か月分)
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保育の必要性を証明する書類等の提出がない場合は、２号・３号等の認定はできません。
申請に必要なすべての書類の提出が完了した段階で、認定をすることができます。
また、Ａ．申請書等すべての書類の提出が完了した日

Ｂ．保育を必要とする事由が発生する日（就労開始日等）
Ａ・Ｂのうち遅い方の年月日からの認定開始となります。
遡っての申請および認定はできませんので、保育を必要とする事由が発生する前に申請するように
してください。

〇●〇 申請にかかる注意点 〇●〇

就労証明書等の決められた書式（書式名に番号が振られているもの）については、寒川町のホーム
ページより印刷できます。 ※町保育幼稚園課窓口でもお配りしています。

★マークのあるものは写しをご提出ください

上記の必要書類の他、状況によって追加で書類提出のお願いや確認のご連絡をさせていただく場合があります。

活

動

求

職
①給付認定申請書の裏面 要件に該当する場合は申請書裏面の求職活動者欄にご署名ください。

そ

の

他
状況を証明する書類

災害復旧に当たっていること、児童虐待が行われている（行われるおそれ

がある）またはＤＶによりお子さんの保育を行うことが困難であることの

確認に使用します。

ﾀｲﾑｽｹｼﾞｭｰﾙ表

（※任意書式可）
介護・看護に携わる時間等の確認に使用します。

就

学

★学生証

もしくは入学許可証等
就学状況の確認に使用します。

入学許可証の写し

学生証の写し

講義ｽｹｼﾞｭｰﾙ　　等
ﾀｲﾑｽｹｼﾞｭｰﾙ表

（※任意書式可）

講義スケジュールにより認定時間が変わりますの

で、必ず時間割りや受講時間の分かる書類をご提出

ください。

母子健康手帳の写し

※寒川町母子健康手帳

　は表紙と４ページの

　写しを添付

各種手帳もしくは各

種受給者証等の写し

診断書

疾病状況等の確認に使用します。

「保育が必要である理由」の記載が必要です。

（診断内容のみの診断書は不可）

入院計画書や通院状

況を確認するため医

療費領収書等写しの

提出を依頼すること

があります。

診断書

もしくは母性健康管理

指導事項連絡カード

妊娠・出産を事由とした入院や療養の必要がある場

合は提出してください。

※切迫早産等で認定期間より前に保育を必要とする

場合は必須

★各種手帳

もしくは受給者証
障がい内容の確認に使用します。

⑥介護(看護)申立書 介護が必要な状況の確認に使用します。

要

件

を

証

明

す

る

書

類

妊

娠

・

出

産

★母子健康手帳

出産予定日等の確認に使用しますので、表紙と出産

予定日が記載されているページの写しを提出してく

ださい。

※認定後も出産予定がある時は提出が必要です

介

護

看

護

疾

病

・

障

が

い

書類名称 内　　容 備　　考
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保育の要件に変更が生じる場合は、必ずご連絡ください。

月６４時間以上の就労が確認できない月に関しましては、幼稚園預かり保育料補助の対象とならない
場合があります。

その他ご不明な点がございましたら、町保育幼稚園課へお問い合わせください。

「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行に伴い、「給付
認定申請書」に、個人番号（マイナンバー）の記載が必要になります。
「給付認定申請書」を提出の際は、マイナンバーを記載していただくとともに、本人確認に係る「番
号確認」と「身元確認」が必要となりますので、次の書類を窓口にご持参いただきますようお願いし
ます。

必 要 な も の

４－② マイナンバーの提出について

□ 番号確認書類 申請児童及び申請を行う保護者

□ 身元確認書類 申請を行う保護者

● 確認書類とは

①番号確認書類

いずれか１点

＊マイナンバーカード（裏面）
＊通知カード
＊マイナンバーが記載された住民票の写し（または住民票記載事項証明書）

②身元確認書類

いずれか１点で可能なもの（顔写真付きの公的証明書）

＊ マイナンバーカード（表面） ＊ 身体障害者手帳
＊ パスポート ＊ 療育手帳
＊ 運転免許証 ＊ 精神障害者保健福祉手帳
＊ 在留カード 等

いずれか２点必要なもの（Ａ２点またはＡ１点＋Ｂ１点）

Ａ 顔写真なしの公的証明書
※『氏名』『生年月日か住所』
の記載があるもの

Ｂ 顔写真付きの証明書
※ 顔写真の掲載があるもの

＊ 保険証 ＊ 年金手帳
＊ 印鑑登録証明書
＊ 児童扶養手当証書
＊ 特別児童扶養手当証書 等

＊ 学生証
＊ 法人が発行した証明書
＊ 公的機関発行の資格証明書

等

施設経由での申請の際は『給付認定申請書』『本人確認書類の写し』等を申請書類と共に封筒
に入れ、しっかり封をして提出してください。
町保育幼稚園課の窓口にご提出の際は、封入・封緘 は必要ありません。

●提出の際の注意点●
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１．利用を希望する施設が無償化対象施設であるかを確認してください。
（無償化対象施設ではない施設については、利用料の払い戻しはできません。）

２．一時預かり事業等を利用後、利用料は利用した施設等にお支払いください。利用料をお支払い
いただくと、施設から領収書（兼提供証明書）を渡されます。払い戻しの手続きに必要な書類と
なります。

３．次のものを持って、町保育幼稚園課にて払い戻しの手続きをしてください。
① 領収書（兼提供証明書）※利用施設から渡されたもの
② 施設等利用給付認定通知書
③ 振込口座指定届（※初回申請時必須。以後は振込先を変更したい時に提出）

※マイナンバー公金受取口座を希望の場合は提出不要
④ 施設等利用費給付請求書 ※書式はホームページよりダウンロードするか、町保育幼稚園課

窓口でお受け取りください。
４．審査後、支給決定された給付金が指定の口座に町保育幼稚園課から振り込まれます。

● 幼稚園預かり保育の場合

１．幼稚園預かり保育を利用後、利用料は施設にお支払いください。利用料をお支払いいただくと、
施設から領収書（兼提供証明書）を渡されます。払い戻しの手続きに必要な書類となります。

２．次のものを持って、町保育幼稚園課にて払い戻しの手続きをしてください。
① 領収書（兼提供証明書）※利用施設から渡されたもの
② 施設等利用給付認定通知書
③ 振込口座指定届（※初回申請時必須。以後は振込先を変更したい時に提出）

※マイナンバー公金受取口座を希望の場合は提出不要
④ 施設等利用費給付請求書 ※書式はホームページよりダウンロードするか、町保育幼稚園課

窓口でお受け取りください。
３．審査後、支給決定された給付金が指定の口座に町保育幼稚園課から振り込まれます。

幼 稚 園 ・
施 設 等

①利用料を請求

②利用料の支払い

③領収書・提供証明書を発行

④施設等利用費請求書に領収書・提
供証明書を添付して請求

【 利用料補助イメージ（償還払い）】

寒 川 町保 護 者
⑤支給額通知書 ⑥給付

● 一時預かり事業等の場合

５．預かり保育等の無償化給付費の請求について

利用料払い戻しの請求可能期間は、利用した月の翌月１日から２年間です。
請求可能期間の最終日が閉庁日の場合は翌開庁日となります。

例 パターン①令和７年４月１日から令和７年４月３０日の利用分
請求可能期間：令和９年４月３０日

パターン②令和７年７月１日から令和７年７月３１日の利用分
請求可能期間：令和９年８月２日（※令和９年７月３１日が土曜日のため）

「保育の必要性の認定」 （施設等利用給付認定（２号・３号））を受けた児童が幼稚園・認定こども
園等の預かり保育事業や認可外保育施設・一時預かり事業・ファミリーサポートセンター事業等を利用
した際に支払った利用料について利用実態に応じた額を給付します。
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１．幼稚園・認定こども園（幼稚園部分）を利用開始後、寒川町外へ転出する
場合は、どのような手続きが必要ですか？

利用をやめる場合・・・『給付認定取消申請書』および『支給認定証（交付を受けていた場合）』
を町保育幼稚園課へ提出および返還してください。

利用を続ける場合・・・『給付認定取消申請書』および『支給認定証（交付を受けていた場合）』
を町保育幼稚園課へ提出および返還してください。その後、速やかに転入
した市区町村で新たに認定を受ければ、利用を続けることができます。

３．利用料（保育料）以外の費用も無償化の対象ですか？

利用料（保育料）以外の実費は無償化の対象外となるため負担していただきます。
例えば・・『通園送迎費』『食材料費』『教材費』および『行事費』等の実費負担部分や、施設整
備等のための費用は負担していただくことになります。入園・通園にかかるの費用の詳細について
は、直接、施設に確認したうえでお申し込みください。

４．幼稚園預かり保育の払い戻しは毎月手続きが必要ですか？

まとめて払い戻しの手続きをしていただけます。
ただし、利用した月の翌月１日から２年間が払い戻し申請可能期間となりますので（以降はいかな
る理由があっても払い戻しできません。）お忘れのないように払い戻し申請をお願いいたします。
※払い戻し申請可能期間について個別に通知等はいたしません。
※払い戻し申請可能期間終了日が閉庁日の時は翌開庁日が払い戻し申請可能期間終了日となります。

６．Ｑｕｅｓｔｉｏｎ ＆ Ａｎｓｗｅｒ

２．幼稚園（私学助成）を利用しており、保育の必要性の認定（２号）を受け
ていましたが、退職をしました。どのような手続きが必要ですか？

再就職をしない場合・・・『給付認定申請書』を保育幼稚園課へ提出し、１号認定へ変更する必要
があります。

求職活動後再就職する予定の場合・・・『給付認定申請書』町保育幼稚園課へ提出し、保育の必要
性を『就労』から『求職活動』へ変更する必要があります。
ただし、『求職活動』での認定は児童１人につき原則１回
のみとなります。
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６．幼稚園に入園していますが、長期休暇中等に他施設の一時預かり事業等を
利用する場合も無償化の対象になりますか？

通園する幼稚園が平日８時間未満（教育時間を含む）または年間２００日未満の開所の場合かつ２
号・３号認定を受けている場合には、幼稚園預かり保育に係る補助額の上限額から幼稚園預かり保
育の補助額を差し引いた残額を上限として、一時預かり事業等の利用料も補助の対象となります。

※寒川町内には一時預かり事業等を併用できる幼稚園はありません。

幼稚園＋預かり保育

幼稚園 ※全員
（基本保育料）

1.13万円
上限

預かり保育
※保育の必要性がある者

2.57万円
上限

幼稚園＋預かり保育＋一時預かり事業等

幼稚園 ※全員
（基本保育料）

1.13万円
上限預かり保育 ※２号・３号認定

2.57万円
上限

一時預かり事業等 ※２号・３号認定

平日の教育時間および
幼稚園預かり保育の

提供時間が８時間未満
または

開所日数２００日未満の
幼稚園等を利用している場合のみ、
一時預かり事業等の利用料も対象と

なります。

５．副食費（幼稚園・認定こども園（幼稚園部分））はどのような方法で免除
されますか？

副食費対象分を町から直接幼稚園に支払います。
幼稚園から請求される主食分のみ、幼稚園にお支払いください。

幼稚園（施設型給付）、認定こども園（幼稚園部分）の場合

１．副食費対象分についても主食分と併せて、直接幼稚園にお支払いください。
お支払いいただくと、施設から領収書（兼提供証明書）を渡されます。払い戻しの手続きに必要
な書類となります。

２．次のものを持って、町保育幼稚園課にて払い戻しの手続きをしてください。
① 領収書（兼提供証明書）※利用施設から渡されたもの
② 副食費徴収免除のお知らせ
③ 振込口座指定届（※初回申請時必須。以後は振込先を変更したい時に提出）

３．審査後、支給決定された給付金が指定の口座に町保育幼稚園課から振り込まれます。

幼稚園（私学助成）の場合



寒川町LINE公式アカウント

学び育成部
保育幼稚園課保育幼稚園担当
電話：0467-74-1111


